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平成24年 7 月11日からの大雨による
被害状況等について

内閣府HPより抜粋　

１ ．気象の概況（気象庁情報：７月26日 13：00現在）
⑴　概　　況
・ ７ 月１１日から１４日にかけて、本州付近に停滞した
梅雨前線に向かって南から湿った空気が流れ込
み、西日本から東日本にかけての広い範囲で大雨
となった。
・特に九州北部地方では断続的に雷を伴って非常に
激しい雨が降った。
⑵　大雨の状況（ ７月11日 0 時～ ７月14日24時まで）
・主な一時間降水量
　熊本県阿

あ

蘇
そ

乙
おと

姫
ひめ

　１０８．０ミリ 12日 05時53分まで
　神奈川県丹沢湖　１０４．５ミリ 14日 03時10分まで
　鹿児島県上中　　１０３．０ミリ 11日 09時26分まで
　鹿児島県溝辺　　１０１．０ミリ 13日 02時17分まで

　熊本県五木　　　 ９８．５ミリ 12日 10時38分まで
・主な24時間降水量
　熊本県阿蘇乙姫　５０７．５ミリ 12日 13時20分まで
　福岡県黒木　　　４８６．０ミリ 14日 11時30分まで
　大分県椿

つばきがはな

ヶ鼻　　３９６．０ミリ 14日 10時30分まで
　熊本県阿蘇山　　３９２．５ミリ 12日 13時40分まで
　福岡県耳

み

納
のう

山
さん

　　３９２．０ミリ 14日 07時40分まで
・主な期間総雨量
　熊本県阿蘇乙姫　８１６．５ミリ
　大分県椿ヶ鼻　　６５６．５ミリ
　福岡県黒木　　　６４９．０ミリ
　福岡県耳納山　　６０２．０ミリ
　熊本県阿蘇山　　５７０．５ミリ

※これは速報であり、数値等は今後も変わることがある。【平成24年 7 月26日現在】

２．人的・住家被害の状況（消防庁調べ： ７月26日 15：00現在）

※1 大分県の人的被害を除く被害については、7月 1日からの大雨による被害との区別が出来ないため、7月中の大雨による被害を
　   一括して計上
※2 大分県の非住家被害については、現時点では「公共建物」と「 その他」の区別が出来ないため、全て「その他」の被害として計上
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３ ．その他被害の状況
⑴　土砂災害

（国土交通省調べ： ７月26日 13：00現在）
　土砂災害は、17府県で220件発生
・土石流等　 8府県116件
　山 梨 県　 1件（山中湖村）
　長 野 県　 1件（伊那市）
　京 都 府　 1件（亀岡市）
　徳 島 県　 1件（那賀町）
　福 岡 県　22件（久留米市 1、八女市18、うきは

市 1、朝倉市 1、添田町 1）
　熊 本 県　82件（阿蘇市65、八代市 2、菊池市 2、

相良村 2、球磨村 1、五木村 4、
南阿蘇村 3、高森町 2、小国町 1）

　大 分 県　 2件（日田市）
　鹿児島県　 6件（鹿児島市 5、姶良市 1）
・地すべり　 2県14件
　新 潟 県　 1件（佐渡市）
　福 岡 県　13件（八女市12、広川町 1）
・がけ崩れ　13県90件
　秋 田 県　 1件（大館市）
　岐 阜 県　 4件（岐阜市 1、郡上市 2、可児市 1）
　島 根 県　 1件（邑南町）
　山 口 県　 7件（山口市 1、下関市 5、山陽小野

田市 1）
　徳 島 県　 2件（阿南市 1、徳島市 1）
　愛 媛 県　 5件（八幡浜市 1、宇和島市 1、西予

市 1、大洲市 2）
　高 知 県　 3件（四万十市 1、安田町 1、北川村

1）
　福 岡 県　21件（八女市13、川崎町 5、赤村 3）

　佐 賀 県　 8件（伊万里市 1、唐津市 3、武雄市
3、多久市 1）

　熊 本 県　16件（菊池市 2、天草市 1、阿蘇市 9、
熊本市 1、上天草市 1、益城町
1、南阿蘇村 1）

　大 分 県　18件（豊後大野市 1、竹田市12、日田
市 2、中津市 2、宇佐市 1）

　宮 崎 県　 2件（都城市 1、椎葉村 1）
　鹿児島県　 2件（鹿児島市 2）
⑵　河川（国土交通省調べ： ７月26日 13：00現在）
○国管理河川の出水状況
・現在、計画高水位を超えている河川なし
・現在、はん濫危険水位を超えている河川なし
・現在、避難判断水位を超えている河川なし
・現在、はん濫注意水位を超えている河川なし
・計画高水位を超えたが、現在下回っている河川
　 4水系 6河川
・はん濫危険水位を超えたが現在下回った河川
　 5水系11河川
・避難判断水位を超えたが現在下回った河川
　 6水系 8河川
・はん濫注意水位を超えたが現在下回った河川
　13水系17河川
○河川の状況
・河川管理施設等被害：
（13日以前）　白川水系白川、菊池川水系合志川等 2

水系 5河川で護岸崩壊等14箇所
（14日）　矢部川水系矢部川で堤防決壊
　　　　筑後川水系花月川等 4水系10河川で護岸崩

壊等81箇所

路線名 区　間　名 被災状況 詳　　細　　情　　報

国道５７号 熊本県阿蘇市滝室坂 法面崩落 7月12日　05：40～　全面通行止め
人身・物損：トラック ６台、トレーラ ３台、ライトバン ２台（負傷者なし）
孤立集落：なし
迂回路：確保（県道23号～県道339号
　　　　　　～県道12号～県道45号
　　　　　　～県道11号～国道442号）

⑶　道路（国土交通省調べ： ７月26日 13：00現在）
・高速道路の通行止め状況：現在、通行止めなし
・直轄国道の通行止め状況：現在、 1区間で通行止め
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・都道府県管理国道の通行止め状況：現在、 9区間で通行止め

・都道府県道の通行止め状況：
　現在、87区間で通行止め（青森県 1、岐阜県 1、京都府 1、岡山県 2、高知県 1、福岡県33、熊本県20、
　　　　　　　　　　　　　大分県27、鹿児島県 1）

路線名 区　間　名 被災状況 詳　　細　　情　　報

国道386号 福岡県朝倉市杷木穂坂県境 路肩崩落 7 /14　 7 ：20～　全面通行止め
人身・物損：無し、迂回路有り

国道496号 大分県中津市山国町槻木 法面崩落 7 /14　 8 ：15～　全面通行止め
人身・物損：無し、迂回路有り
→ 7 /19　15：00　通行止め解除

国道386号 大分県日田市夜明関町 路肩崩落 7 /14　10：00～　全面通行止め
人身・物損：無し、迂回路有り

国道212号 大分県中津市耶馬溪町戸原 路肩崩落 7 /14　10：00～　全面通行止め
人身・物損：無し、迂回路有り

国道496号 福岡県みやこ町犀川木井馬場 路面陥没 7 /14　11：00～　全面通行止め
人身・物損：無し、迂回路有り

国道322号 福岡県嘉麻市大力八丁峠 路面陥没 7 /14　6：00～　全面通行止め
人身・物損：無し、迂回路有り

国道442号 福岡県八女市黒木町木屋（須崎橋） 橋梁流出 7/14　17：00～　全面通行止め
人身・物損：無し、迂回路有り

国道265号 熊本県阿蘇市一の宮町坂梨～阿蘇市大戸の口 法面崩壊 7 /12　 4 ：55　全面通行止め
人身・物損：確認中、迂回路有り
→ 7 /25　15：00　通行止め解除

国道442号 福岡県八女市黒木町北木屋～八女市黒木町大淵 路肩崩落 7 /16　11：00～　全面通行止め
人身・物損：無し、迂回路有り

国道500号 大分県宇佐市安心院町戸方 法面崩落 7 /18　 6 ：30～　全面通行止め
人身・物損：無し、迂回路有り

国道386号 大分県日田市南友田町 法面崩落 7 /18　20：00～　全面通行止め
人身・物損：無し、迂回路有り

４ ．国土交通省の対応
・国土交通本省警戒体制

（平成23年 9 月 4 日 13：20より継続）
［災害対策用ヘリコプター］
・九州地方整備局災害対策用ヘリコプター（はるか
ぜ）による現地調査を実施（ 7月12、16～19日）
・沖縄総合事務局災害対策用ヘリコプターによる現
地調査を実施（ 7月15日）
・四国地方整備局災害対策用ヘリコプター（愛ラン
ド号）による現地調査を実施（ 7月17日）
・北陸地方整備局災害対策用ヘリコプター（ほくり
く号）による現地調査を実施（ 7月17日）
・近畿地方整備局災害対策用ヘリコプター（きんき
号）による現地調査を実施（ 7月21、23日）

【緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）等】
（緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE））
・白川水系白川、菊池川水系合志川［国土交通省管
理区間］および白川水系黒川［熊本県管理区間］
で発生した堤防からの越水や堤防決壊の被害状況
についての調査、復旧方針の技術的支援や助言の
ため、熊本県熊本市等へ水管理・国土保全局、
国土技術政策総合研究所、九州地方整備局より
TEC-FORCE 9 名を派遣（ 7月12日～13日）
・矢部川水系矢部川［国土交通省管理区間］及び矢
部川水系沖端川［福岡県管理区間］で発生した堤
防の決壊についての被災原因調査、復旧方針の技
術的支援や助言のため、福岡県柳川市へ水管理・
国土保全局、国土技術政策総合研究所、九州地方



平 成 24 年  8  月  1  日 防 災 （5）第 758 号

整備局より 9名を派遣（ 7月15日～16日）
・土砂災害発生状況の把握及び今後の対応に関する
技術的支援を総括するため、九州地方整備局に水
管理・国土保全局砂防部より １名派遣（ 7月18日～）
・全国から派遣されたTEC-FORCE（のべ545人・
日）により福岡県矢部川や大分県竹田市、熊本県
阿蘇市等へ河川・道路復旧の技術指導や土砂被災
調査のほか、福岡県柳川市や熊本県阿蘇市におい
て排水作業支援を実施（ 7月12日～20日）
・TEC-FORCE については、 7月20日に任務を終
了し、派遣元に帰任
・災害復旧事業の実施に向けた技術支援を行うた
め、九州地方整備局より TEC-FORCE 5 名を阿
蘇市、南阿蘇村、高森町、産山村、五木村へ派遣
（ 7月24日）
・災害復旧事業の実施に向けた技術支援を行うた
め、九州地方整備局より TEC-FORCE 2 名を熊
本市へ派遣（ 7月25日）
・ 7 月26日現在、被災地で活動した TEC-FORCE
延べ人数は593人・日（災害情報連絡担当官（リ
エゾン））
・九州地方整備局からリエゾンとして 3県13市 1 町
2 村（熊本県庁、大分県庁、福岡県庁、熊本市、
菊池市、山鹿市、竹田市、柳川市、阿蘇市、人吉市、
中津市、日田市、久留米市、みやま市、筑後市、
うきは市、上毛町、五木村及び南阿蘇村）に派遣
（のべ320人・日）し、被害情報の収集や自治体か
らの要望に対する調整等に従事（ 7月12日～17日）
・ 7 月26日現在、うきは市に 3人を継続派遣中

【土砂災害専門家】
・ 7 月12日に熊本県阿蘇地方（阿蘇市、南阿蘇村）
と川辺川流域で発生した土砂災害に対し、熊本県
からの要請に基づき、土砂災害の発生状況の把握
及び今後の対応についての技術指導を行うため、
7月13日～15日に国土技術政策総合研究所、土木
研究所より 3名の専門家を現地に派遣
・ 7 月12日に熊本県阿蘇地方で発生した土砂災害に
対し、自衛隊や消防などの救出活動時における山
腹崩壊等による二次被害防止に対する技術指導を
行うため、 7月13日～14日に国土技術政策総合研
究所、土木研究所等より 3名の専門家等を現地に
派遣
・ 7 月14日に福岡県八女市（やめし）星野村（ほし
のむら）で発生した土砂災害に対し、福岡県から
の要請に基づき発生状況の把握及び今後の対応に
ついての技術指導を行うため、 7月16日～17日に
土木研究所より 2名の専門家を現地に派遣
・国道57号法面崩壊箇所の復旧に関する技術指導の
ため、国土技術政策総合研究所、土木研究所より
2名の専門家を派遣（ 7月16日）

・国道57号法面崩壊箇所（熊本県阿蘇市一の宮町坂
梨地区）に対し、九州地方整備局の要請に基づき、
通行止め解除に関する技術指導のため、土木研究
所より 1名の専門家を現地に派遣（ 7月26日）
・国土技術政策総合研究所、独立行政法人土木研究
所は、山国川、花月川の被災状況の把握並びに原
因調査のために 5名を派遣（ 7月19日～20日）
・国土技術政策総合研究所は、国道５７号法面崩壊箇
所の復旧に関する技術指導のため １名の専門家を
派遣（ 7月26日）
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参考　国土交通省九州地方整備局HPより抜粋
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緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE
高度技術指導班）の派遣状況

国土交通省報道発表資料　

平成24年 7 月 4 日発表

平成24年 7 月 2 日から続く梅雨前線による大雨災
害に対し、大分県（日田市等）に派遣します

　平成24年 7 月 2 日から続く梅雨前線による大雨に
より、国土交通省及び大分県が管理する堤防等が決
壊し、大分県内で河川が氾濫するなど大きな被害が
発生しています。このため、被災状況の調査、復旧
方針等の技術的な支援、助言のため、国土交通省の
緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE 高度技術指導
班）を現地に派遣します。

【大分県災害緊急調査】
（派遣場所）　大分県日田市：
　筑
ちく

後
ご

川
がわ

水系花
か

月
げつ

川
がわ

の堤防決壊箇所
［国土交通省管理区間］

　有
あり

田
だ

川
がわ

（花月川支川）、熊
くま

ノ
の

尾
お

川
がわ

（有田川支川）
［県管理区間］

（派遣日）　平成24年 7 月 4 日（水）
（派遣メンバー）　 9名
○本省水管理・国土保全局防災課 総括災害査定官

高橋　洋一
　本省水管理・国土保全局防災課 係長  丸下　淳一
　本省水管理・国土保全局治水課 企画専門官

齋藤　博之
　本省水管理・国土保全局治水課 係長  高橋　由典
　国土技術政策総合研究所河川研究部河川研究室
　　室長  服部　　敦
　国土技術政策総合研究所河川研究部河川研究室
　　主任研究官  福島　雅紀
　独立行政法人土木研究所つくば中央研究所
　　地質・地盤研究グループ 上席研究員

佐々木哲也

　九州地方整備局 河川部 広域水管理官
  後藤　信孝
　九州地方整備局 企画部 環境調整官  坂山　敏二
　※○は班長

大分県災害緊急調査
（TEC-FORCE高度技術指導班）行程（予定）

〈大分県〉
7月 4日（水）
　12：00　筑後川河川事務所日田出張所で国・県合

同で現地調査内容等打ち合わせ
　12：30　筑後川河川事務所日田出張所を出発
　12：40〜花月川の被災状況調査

［国土交通省管理区間］
　14：20〜有田川、熊ノ尾川の被災状況調査

［県管理区間］

※なお、当日の天候状況等により行程の変更もあり
得ます
※筑後川河川事務所日田出張所
　住所：日田市中ノ島町608-14
　　　　筑後川河川事務所日田出張所
　電話：0973-23-5291

〈参考〉
【筑後川水系花月川沿川における

災害対策用機械の派遣状況】
・浸水箇所の排水作業等のため、排水ポンプ車（ 4
台）、照明車（ 7台）を派遣中
・現地監視のため「衛星通信車」（ 1台）、「KU-SAT」
（ 2台）、「情報収集車」（ 1台）を派遣中
・上記の他、今後の出動に備え、排水ポンプ車（ 3
台）、照明車（ 2台）が近隣事務所にて待機中
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平成24年 7 月12日発表

平成24年 7 月12日未明から続く梅雨前線による大
雨災害に対し、熊本県（熊本市等）に派遣します

　平成24年 7 月12日未明から続く梅雨前線による大
雨により、国土交通省及び熊本県が管理する堤防等
から越水が生じ、熊本県内で河川が氾濫するなど大
きな被害が発生しています。このため、被災状況の
調査、復旧方針等の技術的な支援、助言のため、国
土交通省の緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE 高
度技術指導班）を現地に派遣します。

【熊本県災害緊急調査】
（派遣場所）　熊本県熊本市：
　白川水系白川の堤防越水箇所

［国土交通省管理区間］
　白川水系黒川の堤防決壊箇所［熊本県管理区間］
　菊池川水系合志川［国土交通省管理区間］
（派遣日）　平成24年 7 月12日（木）〜 7月13日（金）
（派遣メンバー）　 9名
◎本省水管理・国土保全局防災課 総括災害査定官

高橋　洋一
○国土技術政策総合研究所河川研究部
　　水防災システム研究官  鳥居　謙一
　本省水管理・国土保全局防災課 基準係長

丸下　淳一
　本省水管理・国土保全局治水課 技術調整官

安達　孝実
　本省水管理・国土保全局治水課 調査係長

児子　真也
　国土技術政策総合研究所危機管理技術研究センター
　　水害研究室 室長  伊藤　弘之
　国土技術政策総合研究所河川研究部河川研究室
　　研究官  福原　直樹
　九州地方整備局 河川部 広域水管理官
  後藤　信孝
　九州地方整備局 河川部 河川保全管理官

平松　信幸
　※◎は班長、○は副班長

熊本県災害緊急調査
（TEC-FORCE高度技術指導班）行程（予定）

〈熊本県〉
7月12日（木）

　17：00　熊本河川国道事務所で国・県合同で現地
調査内容等打ち合わせ

7月13日（金）
　 8：30　熊本河川国道事務所を出発
　 8：45〜白川水系白川の被災状況調査

［国土交通省管理区間］
　12：30〜白川水系黒川の被災状況調査

［熊本県管理区間］
　15：30〜菊池川水系合志川の被災状況調査

［国土交通省・熊本県管理区間］

※なお、当日の天候状況等により行程の変更もあり
得ます
※熊本河川国道事務所
　住所：熊本東区西原 1丁目12番 1 号

【参考】
　現在までの国土交通省の対応状況

（ 7月12日 10時現在）
1　被災状況把握等
・ 7 /12  8 ：20 九州地方整備局防災ヘリコプター
　（はるかぜ）による現地調査開始
　調査実施箇所：熊本県阿蘇郡小国町→熊本県菊池

市→熊本県熊本市→熊本県阿蘇市
（菊池川水系合志川上空）

2　リエゾン派遣状況
・熊本市北区役所に対し、菊池川河川事務所より 1
名派遣済。（12日 5 時45分着）さらに 2名派遣済。
・菊池市に対し、菊池川河川事務所より 1名派遣済。
（12日 5 時45分着）さらに 1名派遣済。
・熊本県に対し、熊本河川国道事務所より 2名派遣
済。（12日 6 時09分着）さらに 2名派遣済。
・山鹿市に対し、菊池川河川事務所より 1名派遣済。
（12日 5 時53分着）さらに 2名派遣済。
・熊本市役所に対し、八代河川国道事務所及び熊本
河川国道事務所より 3名派遣済。（12日 7 時00分
着）さらに 2名派遣済。
・大分県に対し、大分河川国道事務所より 2名派遣
済。
・竹田市に対し、大分河川国道事務所より 2名派遣
済。
3　自治体への支援
・ 7 /12 7：00 熊本市から大型土のうの提供につい
て要請あり（提供準備中）
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平成24年 7 月15日発表

平成24年 7 月12日からの梅雨前線の活発な活動に
よる豪雨災害に対し、災害調査チームを福岡県（柳
川市）に派遣します

　平成24年 7 月12日未明から続く梅雨前線による大
雨により、矢部川水系矢部川で堤防が決壊する等、
大規模な被害が発生しています。このため、復旧方
針の技術的助言等のため、国土交通省の災害調査チ
ームを現地に派遣します。

【福岡県災害緊急調査】
（派遣場所）　福岡県柳川市：
　矢部川水系矢部川の堤防決壊箇所

［国土交通省管理区間］
　矢部川水系沖端川の堤防決壊箇所

［福岡県管理区間］
（派遣日）　平成24年 7 月15日（日）
（派遣メンバー）　 9名
　本省水管理・国土保全局治水課 堤防構造分析官

入江　　靖
　本省水管理・国土保全局治水課 課長補佐

長田　　仁
　本省水管理・国土保全局防災課 課長補佐

木村　秀治

　国土技術政策総合研究所河川研究部
　　河川研究室 室長  服部　　敦
　国土技術政策総合研究所危機管理技術研究センター
　　水害研究室 主任研究官  久保田啓二朗
　独立行政法人土木研究所材料地盤研究グループ
　　土質・振動チーム 上席研究員  佐々木哲也
　九州地方整備局河川部 河川調査官  森川　幹夫
　九州地方整備局河川部 地域河川課長 山口　英彦
　九州地方整備局河川部 河川計画課 課長補佐

鵜木　和博

福岡県災害調査チーム行程（予定）
〈福岡県〉
7月15日（日）
　13：00　九州地方整備局を出発
　14：00　矢部川水系矢部川の堤防決壊箇所

［国土交通省管理区間］
　15：00　矢部水系沖端川の堤防決壊箇所

［福岡県管理区間］

※当日の天候状況等により行程の変更もあり得ます
※九州地方整備局
　住所：福岡市博多区博多駅東 2丁目10番 7号
　　　　福岡第二合同庁舎

現地調査状況（大分県花月川） 越水による堤体洗堀（熊本県無田遊水池付近）
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迅速な災害復旧の実施について

国土交通省水管理・国土保全局防災課　

　迅速な災害復旧の実施については、未だに、災害
査定を待たないと復旧工事ができないとの誤解が散
見されています。前期通知（平成20年国河防664号）
の趣旨を十分に踏まえ、一層の迅速な災害復旧の実

施を図るため、下記のとおり、平成24年 7 月31日付
事務連絡を各都道府県・指定都市宛てに送付してい
ます。
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「平成24年 7 月九州北部豪雨」の発生要因について
～強い南西風の持続と東シナ海上からの水蒸気供給～

気象研究所 報道発表資料　

　今年 7月11日から14日にかけて、九州北部で大雨
が多発し、各地に洪水や土砂による災害をもたらし
ました。これら大雨は天気図に示されている梅雨前
線よりも南側100～200㎞で発生していました。大雨
は複数の線状降水帯が停滞することでもたらされ、
それぞれの線状降水帯は積乱雲が風上（西側）で繰
り返し発生することで形成されていました。大雨の
発生要因は、東シナ海上で大気下層に水蒸気が大量
に蓄積され、その水蒸気が強い南西風によって持続
的に九州に流入したためであることがわかりました。

　今年 7月11日から14日にかけて、九州北部で多発
した大雨の発生要因について、観測データや客観解
析データを用いて過去の豪雨事例との類似性も含め
て調査しました。12日午前中の熊本県阿蘇付近を中
心とした大雨、14日午前中の福岡県から大分県にか
けての大雨の発生場所は天気図に示されている梅雨
前線の南側100～200㎞に位置していました。このよ
うな大雨と梅雨前線の位置関係（図− １上）は、過
去の九州付近の大雨事例（例えば、「平成21年 7 月
中国・九州北部豪雨」）でよくみられるものです。
これは、太平洋高気圧とオホーツク海高気圧（大陸
気団も含む）との風の収束帯に形成される梅雨前線

帯の特徴から説明できます。梅雨前線帯では上昇流
が存在し、水蒸気を上方に運んで上空に湿った領域
“湿舌”が作り出されます。通常は、南方から流入
した空気は梅雨前線帯（湿舌域）で上昇してその北
側に積乱雲を発生させますが、大量の水蒸気が流入
すると、湿舌域の南縁で積乱雲が発生してその位置
で豪雨となることが多くなります（図− １ 下）。上
述の100～200㎞の位置のずれは梅雨前線帯の幅にほ
ぼ対応しています。
　今回の事例では、複数の線状降水帯が長時間停滞
することで大雨がもたらされていました。それら線
状降水帯の形成は、積乱雲が風上（西側）で繰り返
し発生するという、バックビルディング形成であっ
たことがわかりました（図− ２）。また、客観解析
データから、東シナ海上で大気下層に大量の水蒸気
が蓄積されていたことがわかりました（図− ３）。
過去の研究から、このような状況で下層に強い南西
風が存在すると、積乱雲が線状の降水システムに組
織化しやすい（線状降水帯が発生しやすい）ことが
わかっています。今回の大雨の主な発生要因は、東
シナ海上の大気下層に水蒸気が大量に蓄積されたこ
とと、それが強い南西風によって持続的に九州に流
入したことであることがわかりました。
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図− １　梅雨期に豪雨をもたらす仕組み。上図は梅雨期にみられる気圧配置。太平洋高
気圧からの暖湿な空気と大陸気団～オホーツク海高気圧からの相対的に冷たく
乾いた空気との間に風の収束帯が作られ、それが梅雨前線帯にあたる。前線帯
では上昇流が生み出されるので、降水現象が生じて湿舌を形成する。下図は上
図の東経130度付近の鉛直断面図。梅雨前線帯（湿舌域）での上昇流で、南方
から流入した空気は上昇して積乱雲を発生させ、通常は梅雨前線帯の北側に梅
雨前線が解析される。ただ、大量の水蒸気が流入すると、湿舌域の南縁で積乱
雲が発生するために、その位置で豪雨となることが多い。
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図− ３　11日 9 時～12日 0 時までの高度500ｍの大気 1㎏中の水蒸気量分布（ｇ）。水蒸
気の流れ（黒の枠内）を追うと、東シナ海上で水蒸気が蓄えられ、熊本県付近
に流入していることがわかる。風速20ｍ/s の風が吹いているので、 １ 時間で
約70km、 3時間で約200㎞移動する。気象庁メソ解析から作成。

図− ２　左図：12日 1 時40分から 2時までの気象レーダの時系列（熊本県阿蘇地方に大
雨をもたらした線状降水帯、暖色系ほど降水強度が強い）、右図：線状降水帯
が形成されるプロセス。全ての時間で ２～ ３個の長さ50㎞ほどの横長の積乱雲
群がみられ、それぞれは風上（西側）で積乱雲が繰り返し発生することで作り
出されている（バックビルディング形成）。その積乱雲群が東西に複数並ぶこ
とで長さ100㎞を超える線状の降水帯を作り出している。このように線状降水
帯は階層構造を持つ。
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平成24年における総合単価について

国土交通省水管理・国土保全局防災課基準係　

　災害復旧事業費の決定を申請しようとするとき
は、あらかじめ当該災害復旧事業の設計単価及び歩
掛について主務大臣に協議し、その同意を得なけれ
ばならない。（公共土木施設災害復旧事業費国庫負
担法施行令第六条第二項）。
　これに基づき、都道府県知事及び政令指定都市長
から協議のあった平成24年総合単価に対し、平成24
年 7 月 6 日付けで国土交通大臣の同意があった。以
下に平成24年総合単価についての概要を示す。

１ ．総合単価とは
　災害復旧事業における総合単価は、査定事務の合
理化・簡素化を図り、今後発生が予想される災害に
迅速に対応するために昭和49年に制度化された。
　総合単価は、当該年度の同意単価、同意歩掛を用
いて使用頻度の高い種別（平成24年は123種別）に
ついて、単位当たり（ｍ、㎡等）の工事費を、あ
らかじめ積算したものであり、国庫負担申請額が
１千万円未満の箇所に使用できる。
　なお、総合単価は、査定の積算に使用するもので
あり、実施積算においては「土木工事標準歩掛」等
による実施単価、実施歩掛を使用して積算すること
となる。

２ ．平成24年総合単価の改定概要
１ ）査定事務の更なる合理化・簡素化を図るため災
害復旧事業で使用頻度の高い ７種別について追加
された。（重複工種を廃止したため ７増 １減）
　①掛樋（かけひ）工（注）

　　掛樋工について規格（管径）が追加された。
　　廃止；高密度ポリエチレン管　φ600㎜
　　追加；高密度ポリエチレン管　φ200～400㎜
　　　　　高密度ポリエチレン管　φ450～600㎜

（注）川幅の狭い箇所で河川工事を行う場合、排水目的で工
事箇所の上下流を土のう等でせき止めて、「樋（仮設
排水管等）」で排水を処理することをいう。

　②アスファルト舗装工
アスファルト舗装工について機械施工が追加さ
れた。なお、従前の総合単価については規格に
人力施工が明示された。

　　追加；路盤（機械）　ｔ＝ 5㎝　RC-40
　　　　　路盤（機械）　ｔ＝ 5㎝　M-40
　　　　　路盤（機械）　ｔ＝10㎝　RC-40
　　　　　路盤（機械）　ｔ＝10㎝　M-40
　　　　　表層（機械）　ｔ＝ 3～ 5㎝
２）河川護岸のコンクリートブロック積（張）工に
ついて、使用歩掛が独自歩掛から土木工事標準歩
掛に改められた。
３）土木工事標準歩掛の改正に伴い、関連する総合
単価が変更された。
　①土留・仮締切工
ポンプ運転及びポンプ据付・撤去作業の施工機
械が見直されたため、締切排水工について変更
がなされた。

　②アスファルト舗装工
排出ガス対策基準値の変化により、アスファル
ト舗装工について変更がなされた。

　③舗装版取壊工
舗装版切断作業に使用する施工機械が見直され
たため、舗装版取壊工について変更がなされた。

３ ．総合単価使用に際しての留意事項
　総合単価の作成にあたっては、使用頻度の多い工
種について、標準的な断面・数量・歩掛を用いて積
算している。その使用にあたっては、下記の事項に
留意のうえ運用する必要がある。
⑴　総合単価の標準工法図は基準を示したものでは
ないので、申請にあたっては必ず基準に基づく厚
さ等の諸元を決定すること。
⑵　総合単価の使用に当たっては、積算内容・標準
工法図等を十分理解の上、適用すること。
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　　現地の状況が特殊であったり、総合単価では適正
な積算ができない場合は、積上げ積算を行うこと。
⑶　総合単価による申請箇所について、査定時の条
件処理等により1,000万円以上となる場合には、
1,200万円に達するまでは、総合単価を使用する
ことができるとともに、積上げによる積算を併用
することもできる。総合単価と積上げを併用する
場合の積上げの諸経費は調整しない。
⑷　申請を行うにあたり、総合単価に定めのない工
種の積上げ積算額が総合単価により積算した金額
の １ / ２ 以下の場合は、総合単価と積上げ（労務
単価・材料単価・歩掛表による積算）を併用する
ことができる。
⑸　総合単価の数値基準は全て単位止めとする。
⑹　申請工事が道路であっても河川との兼用護岸の
場合には、河川用の総合単価を使用できる。
⑺　ブロック積工・ブロック張工・平張ブロック工・
連節ブロック工・コンクリート法枠等のコンクリ
ート ２次製品については、標準的な形状・寸法の
もので算出しているが、メーカー等の違いにより
形状・寸法が異なるもの（基本的な構造及び効用・
経済性等に大きな差異がない範囲）の実施適用は
工法変更とはならない。
⑻　ブロック積工・ブロック張工・平張ブロック工・
石積工・石張工・連結石積工の河川用に、仮締切
りは含まれていない。必要に応じ土留・仮締切工、
盛土工等を別途計上すること。
⑼　小口止工は総合単価に含まれていないので、特
に注意すること。小口止工は必要に応じ別途計上
することとし、積上げにより積算する場合は、コ
ンクリート・型枠の歩掛は小型構造物とすること。
また、総合単価により積算する場合は、コンクリ
ート擁壁の総合単価を用いてもよい。
⑽　かご護岸（多段タイプ）の単位数量（面積）は、
直高Ｈ（最下段～天端）×延長Ｌとする。また
適用にあたっては、同等の耐蝕性を有するステン
レス素材等によるものも含まれる。なお、カゴ護
岸（多段タイプ）の根入については、洗掘の少な
い箇所において必要最小限の工法とするため、根
入れ部を １ 段（０．５ｍ）としているので留意され
たい。
⑾　総合単価による混合擁壁の積算を行う場合は、
実施にあたり安定計算を行うことを条件に、コン
クリート擁壁工とブロック積工（道路・岩着）の
併用で算出する。

⑿　大型土のう工の数量（袋）は、必要設置面積（直
高Ｈ（必要設置高さ－設置面高さ）×延長）を１
個当たり面積（1.08×1.10）で除して算出するも
のとし、実設置個数を計上しないものとする。な
お、複数列設置する必要がある場合には、各列毎
の必要設置面積の合計から、数量（袋）を算出す
るものとする。
⒀　杭柵護岸の数量（面積）は、直高Ｈ（河床面～
天端）×延長Ｌとする。
⒁　コンクリート擁壁工については、類似コンクリ
ート構造物に適用できる。
⒂　コンクリート法枠工（プレキャスト・現場打）
の基礎工については現場により基礎工の形態が
種々考えられるので、必要に応じ別途計上（コン
クリート擁壁）する。
⒃　アスファルト舗装工の路盤工については、標準
厚を 5㎝、10㎝としているが、それ以上の厚さの
場合は必要厚を標準厚の合算（25㎝の場合は、
5㎝ +10㎝ +10㎝）で算出する。路盤工の総合単
価は、原則として再生骨材（RC-40）を選択する
こととするが、再生骨材が入手困難な場合や、使
用が適当でない場合等（上層路盤）には砕石（M-
40）を選択することとする。
⒄　アスファルト舗装工（路盤、表層）については
原則として人力施工とする。ただし、現場条件（施
工規模や施工機械の搬入条件など）より機械施工
が可能である場合には機械施工とする。
⒅　ガードレール設置工は、現地の状況により新設・
再使用の割合を算出し、その割合の延長により積
算する。
⒆　仮設道路の計上については、最寄りの道路から
災害現場までの延長及び工事箇所の延長を加えた
距離の範囲内で計上できる。
⒇　工事用道路工（Ｗ＝3.0ｍ、敷鉄板ｔ＝22㎜）
について、敷鉄板の運搬費は総合単価に含まれて
いるので重複計上しないように注意すること。
（21）　締切排水工（水替工）は、ポンプの据付・撤去
とポンプの運転日数をまとめて、箇所あたりの単
価としたものであり、水替が必要となる箇所であ
れば、申請することができる。ただし、実施時に
採択限度額に満たないものは廃工となるので、十
分注意すること。
（22）　労務・資材単価は、各都道府県の国土交通大臣
同意単価を用いて積算している。なお、同意単価
以外の資材単価については、公表価格（「積算資料」
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平成24年総合単価一覧表

（（財）経済調査会）又は、「建設物価」（（一財）建
設物価調査会））及び実態調査等の価格による。

４ ．平成24年総合単価一覧表
　総合単価工種一覧表は次のとおりである。

工　　　　　種 種　　　　　別 規　　　　　格 摘　　　　　　　　要

1 盛土工 購入土盛土 購入土

2 盛土工 利用土盛土 利用土

3 作業残土処理工 作業残土処理

4 植生工 張芝 野芝

5 植生工 張芝 人工芝

6 植生工 張芝護岸 野芝

7 植生工 筋芝 人工芝

8 植生工 種子散布

9 植生工 植生基材吹付 ｔ＝ ３～ ８㎝

10 法枠工 プレキャスト法枠 プレキャスト・張芝

11 法枠工 プレキャスト法枠 プレキャスト・植生土のう

12 法枠工 プレキャスト法枠 プレキャスト・栗石

13 法枠工 プレキャスト法枠 プレキャスト・コンクリート

14 法枠工 現場打法枠 現場打法枠工

15 法枠工 現場吹付法枠 枠内客土吹付（ｔ＝ １～ ３㎝）

16 法枠工 現場吹付法枠 枠内植生基材吹付（ｔ＝ ３～ ８㎝）

17 法枠工 現場吹付法枠 枠内モルタル吹付（ｔ＝ ８～１０㎝）

18 吹付工 モルタル吹付 ｔ＝ ８～１０㎝

19 吹付工 コンクリート吹付 ｔ＝１０㎝

20 コンクリートブロック積工 コンクリートブロック積 河川（基礎・裏込材有・裏コン有） （１：０．３～１：０．９）

21 コンクリートブロック積工 コンクリートブロック積 河川（基礎・裏込材有・裏コン無） （１：０．３～１：０．９）

22 コンクリートブロック積工 コンクリートブロック積 河川（岩着・裏込材有・裏コン有） （１：０．３～１：０．９）

23 コンクリートブロック積工 コンクリートブロック積 河川（岩着・裏込材有・裏コン無） （１：０．３～１：０．９）

24 コンクリートブロック積工 コンクリートブロック積 道路（基礎・裏込材有・裏コン有） （１：０．３～１：０．９）

25 コンクリートブロック積工 コンクリートブロック積 道路（岩着・裏込材有・裏コン有） （１：０．３～１：０．９）

26 コンクリートブロック張工 コンクリートブロック張 河川（基礎・裏込材有・裏コン無） （１：０．３～１：１．５）

27 コンクリートブロック張工 コンクリートブロック張 河川（岩着・裏込材有・裏コン無） （１：０．３～１：１．５）

28 コンクリートブロック張工 平張コンクリートブロック 河川（基礎有・裏込材有） （１；１．５より緩）

29 コンクリートブロック張工 連節ブロック張 標準 （１；１．５より緩）

30 コンクリートブロック張工 連節ブロック張 再使用 （１；１．５より緩）

31 石積工 石積 練積（基礎・裏込材有・裏コン有） （１：０．３～１：０．９）採取５０％

32 石積工 石積 練積（基礎・裏込材有・裏コン無） （１：０．３～１：０．９）採取５０％

33 石積工 石積 練積（岩着・裏込材有・裏コン有） （１：０．３～１：０．９）採取５０％

34 石積工 石積 練積（岩着・裏込材有・裏コン無） （１：０．３～１：０．９）採取５０％

35 石張工 石張 空張（基礎） （１：１．０より緩）採取１００％

36 石張工 石張 空張（岩着） （１：１．０より緩）採取１００％

37 石張工 石張 練張（基礎） （１：１．０より緩）採取１００％
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工　　　　　種 種　　　　　別 規　　　　　格 摘　　　　　　　　要

38 石張工 石張 練張（岩着） （１：１．０より緩）採取１００％

39 石積工 石積 練積（基礎・裏込材有・裏コン有） （１：０．３～１：０．９）採取１００％

40 石積工 石積 練積（基礎・裏込材有・裏コン無） （１：０．３～１：０．９）採取１００％

41 石積工 石積 練積（岩着・裏込材有・裏コン有） （１：０．３～１：０．９）採取１００％

42 石積工 石積 練積（岩着・裏込材有・裏コン無） （１：０．３～１：０．９）採取１００％

43 石積工 連結石積 空積（裏込材有） 採取１００％

44 石積工 ブロックマット護岸

45 現場打擁壁工 コンクリート擁壁 Ｈ＝３．０ｍ未満

46 現場打擁壁工 コンクリート擁壁 Ｈ＝３．０～５．０ｍ

47 現場打擁壁工 もたれ擁壁 Ｈ＝５．０～8.0ｍ

48 現場打擁壁工 コンクリート根継 一法型、ｔ＝４０㎝、Ｈ＝２ｍ

49 現場打擁壁工 コンクリート根継 腰掛型、ｔ＝４０㎝、Ｈ＝ ２ｍ

50 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 0.9ｍ＜Ｈ≦1.1ｍ

51 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 1.1ｍ＜Ｈ≦1.3ｍ

52 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 1.3ｍ＜Ｈ≦1.6ｍ

53 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 1.6ｍ＜Ｈ≦1.8ｍ

54 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 1.8ｍ＜Ｈ≦2.1ｍ

55 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 2.1ｍ＜Ｈ≦2.3ｍ

56 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 2.3ｍ＜Ｈ≦2.6ｍ

57 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 2.6ｍ＜Ｈ≦2.8ｍ

58 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 2.8ｍ＜Ｈ≦3.1ｍ

59 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 3.1ｍ＜Ｈ≦3.3ｍ

60 プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 3.3ｍ＜Ｈ≦3.5ｍ

61 かご工 じゃかご φ４５㎝

62 かご工 ふとんかご １２０×２００×５０㎝

63 かご工 かご護岸 標準タイプ （１：１．５より緩）

64 かご工 かご護岸 多段並列タイプ （１：１．０より急）

65 かご工 かご護岸 多段突込タイプ （１：１．０より急）

66 根固工 捨石 河川

67 根固工 杭柵

68 根固工 木工沈床

69 根固工 袋詰玉石工 ２ｔ

70 根固工 袋詰玉石工 ４ｔ

71 根固工 袋詰玉石工 ２ｔ 中詰材流用

72 根固工 袋詰玉石工 ４ｔ 中詰材流用

73 根固工 標準平型ブロック製作・据付 層積　０．５ｔ

74 根固工 標準平型ブロック製作・据付 層積　１．０ｔ

75 根固工 標準平型ブロック製作・据付 層積　２．０ｔ

76 根固工 標準平型ブロック製作・据付 層積　３．０ｔ

77 根固工 標準平型ブロック製作・据付 層積　４．０ｔ

78 根固工 標準平型ブロック再設置 層積　 １～ ２ｔ

79 根固工 標準平型ブロック再設置 層積　 ３～ ４ｔ

80 排水構造物工 管渠 φ３００
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工　　　　　種 種　　　　　別 規　　　　　格 摘　　　　　　　　要

81 排水構造物工 管渠 φ６００

82 排水構造物工 プレキャストＵ型側溝 プレキャスト２４０×２４０㎜

83 排水構造物工 プレキャストＵ型側溝 プレキャスト３００×３００㎜

84 排水構造物工 プレキャストＵ型側溝 プレキャスト４５０×４５０㎜

85 排水構造物工 Ｌ型側溝 プレキャストＢ＝３００㎜

86 排水構造物工 Ｌ型側溝 現場打３００×３００㎜

87 排水構造物工 プレキャストＵ型側溝布設替 Ｕ型２４０×２４０㎜

88 排水構造物工 プレキャストＵ型側溝布設替 Ｕ型３００×３００㎜

89 排水構造物工 プレキャストＵ型側溝布設替 Ｕ型４５０×４５０㎜

90 排水構造物工 集水桝 φ３００用

91 排水構造物工 集水桝 φ６００用

92 基礎工 木杭 φ１００～１５０、Ｌ＝３．０ｍ

93 工事用道路工 工事用道路 ｗ＝４．０ｍ

94 工事用道路工 工事用道路 ｗ＝３．０ｍ（RC－４０　ｔ＝１０㎝）

95 工事用道路工 工事用道路 ｗ＝３．０ｍ（敷鉄板ｔ＝２２㎜）

96 土留・仮締切工 土のう

97 土留・仮締切工 大型土のう

98 土留・仮締切工 締切排水工

99 土留・仮締切工 掛樋工 高密度ポリエチレン管φ200～400㎜

100 土留・仮締切工 掛樋工 高密度ポリエチレン管φ450～600㎜

101 アスファルト舗装工 路盤（人力） ５㎝（RC－４０）

102 アスファルト舗装工 路盤（人力） ５㎝（Ｍ－４０）

103 アスファルト舗装工 路盤（人力） １０㎝（RC－４０）

104 アスファルト舗装工 路盤（人力） １０㎝（Ｍ－４０）

105 アスファルト舗装工 表層（人力） ｔ＝ ３～ ５㎝

106 アスファルト舗装工 路盤（機械） ５㎝（RC－４０）

107 アスファルト舗装工 路盤（機械） ５㎝（Ｍ－４０）

108 アスファルト舗装工 路盤（機械） １０㎝（RC－４０）

109 アスファルト舗装工 路盤（機械） １０㎝（Ｍ－４０）

110 アスファルト舗装工 表層（機械） ｔ＝ ３～ ５㎝

111 コンクリート舗装工 コンクリート舗装

112 アスファルト舗装工 アスカーブ

113 アスファルト舗装工 区画線設置 溶融式　実線（ｗ＝１５㎝）

114 アスファルト舗装工 区画線設置 溶融式　破線（ｗ＝１５㎝）

115 路側防護柵工 ガードレール 土中建込用

116 路側防護柵工 ガードレール 土中建込用・再使用 布設替

117 路側防護柵工 ガードレール コンクリート建込用

118 路側防護柵工 ガードレール コンクリート建込用・再使用 布設替

119 落石防止網工 ロックネット ロックネット設置

120 落石防護柵工 落石防護柵 ストーンガード設置 ５本掛

121 舗装版取壊工 舗装版破砕工（Ａｓ） 機械施工（ｔ＝ ３～ ７㎝）

122 舗装版取壊工 舗装版破砕工（Ａｓ） 人力施工（ｔ＝ ３～㎝）

123 構造物取壊工 コンクリート構造物取壊 無筋
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「防災の日」及び「防災週間」について

内閣府HPより　

「防災の日」及び「防災週間」について

昭和57年 5 月11日 閣議了解

1 　政府、地方公共団体等防災関係諸機関をはじめ、
広く国民が、台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地
震、津波等の災害についての認識を深めるととも
に、これに対する備えを充実強化することにより、
災害の未然防止と被害の軽減に資するため、「防
災の日」及び「防災週間」を設ける。

2 　「防災の日」は、毎年 ９ 月 １ 日とし、この日を
含む １ 週間を「防災週間」とする。

3 　この週間において、防災知識の普及のための講
演会、展示会等の開催、防災訓練の実施、防災功
労者の表彰等の行事を地方公共団体その他関係団
体の緊密な協力を得て全国的に実施するものとす
る。

4 　「『防災の日』の創設について」（昭和３５年 ６ 月
１７日閣議了解）は、廃止する。

防災週間の期間について

昭和58年 5 月24日 中央防災会議決定

　昭和５７年 ５ 月１１日の閣議了解（「防災の日」及び「防
災週間」について）に基づく「防災週間」の期間は、
昭和５８年以降は毎年、 ８ 月３０日から ９ 月 ５ 日までの
期間とする。

平成24年度「防災週間」の実施について

平成24年 ７ 月10日 中央防災会議決定

1 ．趣　　旨
　我が国は、その位置、地形、地質、気象等の自然
的条件から、台風、豪雨、豪雪、洪水、土砂災害、
地震、津波、火山噴火等による災害が発生しやすい
国土となっている。
　昨年 ３ 月11日に発生した東日本大震災は、国内観
測史上最大規模の地震により大規模な津波を伴い、
被災区域が広範囲に及ぶ未曾有の大災害となった。
また、 ７ 月の新潟・福島豪雨、 ８ 月から ９ 月にかけ
て発生した台風第12号による大雨と暴風、今年 ５ 月
に発生した竜巻等様々な災害が発生した。
　災害からの被害を軽減するためには、これらの災
害から得られた教訓を的確に活かし、平素より災害
時における被害軽減に対する備えを充実強化すると
ともに、災害時に迅速かつ適切な防災活動を行い、
被災後の円滑な復旧・復興を可能としていくことが
重要である。特に、昨年 ３ 月の大地震を受け、国や
地方公共団体はこれまでの地震・津波防災対策の考
え方を改め、あらゆる可能性を考慮した最大クラス
の巨大地震・津波を検討すべきであり、また、津波
防災については、住民の避難を軸としあらゆる手段
を尽くした総合的取組等、とりわけ国民の防災意識
の向上が必要である。
　東海地震、東南海・南海地震、日本海溝・千島海
溝周辺海溝型地震、首都直下地震の発生が懸念され
ている中、さらに近年の度重なる自然災害や事件・
事故により、安全・安心の価値がこれまでになく社
会の中で認識されるようになっている。自然災害か
らの安全・安心を得るためには、国民一人一人や企
業等の発意に基づく「自助」、地域の多様な主体に
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よる「共助」、国・地方公共団体による「公助」の
連携が重要である。個人や家庭、地域、企業、団体
等が日常的に減災のための行動と投資を息長く行う
取組を展開するため、中央防災会議では「災害被害
を軽減する国民運動の推進に関する基本方針」（平
成18年 ４ 月21日）を決定した。
　日頃からの具体的な「備え」を実践する取組を更
に拡大し、社会全体における防災力を向上させるた
め、以下のとおり、国、関係公共機関、地方公共団
体及びその他関係団体等の緊密な連携の下に、防災
に関する各種の行事、広報活動を全国的に実施する。
　なお、防災週間の一環として実施する防災訓練に
当たっては、「平成24年度総合防災訓練大綱」（平成
24年 3 月29日中央防災会議決定）によるものとする。

2 ．実施期間
　平成24年 ８ 月30日（木）から ９ 月 ５ 日（水）

3 ．実施主体
　国、関係公共機関、地方公共団体、その他関係団
体

4 ．実施事項
　国、地方公共団体等は、災害が発生した場合、災
害応急対策から、災害復旧・復興までの一連の対策
を迅速かつ円滑に行うための備えを十分に行う必要
がある。一方、国民は、平常時より災害に対する備
えを心がけ、発災時には自ら身の安全を守るととも
に、地域住民及び企業が連携してお互いに助け合う
ことが非常に重要である。
　国、地方公共団体等は、こうした「自助」、「共助」、

「公助」それぞれが適切に役割を果たすよう、「災害
被害を軽減する国民運動の推進に関する基本方針」
及び「平成24年度総合防災訓練大綱」に基づき、行
政における十分な準備と訓練を行うとともに、国民
に対する防災知識の普及・啓発を図り、災害被害を
減らす取組を推進することが必要である。
　これらを踏まえて、防災週間においては、地域の
実情に応じて、次に掲げるような、防災週間の趣旨
にふさわしい内容の行事を実施するものとし、国は、
関係公共機関、地方公共団体及びその他関係団体等
に対して協力を要請するものとする。

⑴　重点事項
①　災害に共通する課題
　ａ　自ら身の安全を守る備えと行動、近隣の負傷

者・災害時要援護者への支援・救助等自主防災
の重要性の周知

　ｂ　実施主体間の連携確保と日常的な防災活動の
重要性の周知

　ｃ　食料・飲料水の備蓄、地域特性を踏まえた防
災教育の充実等の国民に対する防災知識の普
及・啓発

　ｄ　地域・学校・職場等における防災意識を災害
時の行動に結びつけ、被害減少のための予防的
な取組を積極的に加味した実践的な防災訓練の
実施

　ｅ　防災情報の迅速かつ確実な伝達及び提供の実
施

②　災害ごとの課題
1　震災対策
　ａ　発災時の安全確保と避難方法の周知
　ｂ　震災時の出火防止・初期消火等の重要性の周

知
　ｃ　ハザードマップ、防災マップ等の作成と住民

への周知、建物の耐震診断・改修や家具・家電
製品の固定等の住宅における地震対策の重要性
等の知識の普及

　ｄ　緊急地震速報の特性と受信時の対応行動等の
周知

　ｅ　地震災害に対応した防災訓練の実施
2　津波災害対策
　ａ　住民及び船舶等に対する津波の危険性や避難

方法の周知
　ｂ　津波による浸水想定区域や避難場所・避難路

等を明らかにした津波ハザードマップの作成と
住民への周知

　ｃ　津波災害に対応した防災訓練の実施
3　風水害対策
　ａ　洪水による浸水想定区域、内水浸水想定区域、

土砂災害警戒区域、土砂災害危険箇所や避難場
所・避難路等を明らかにした各種ハザードマッ
プ等の作成と住民への周知

　ｂ　地下空間の浸水等新たな都市型水害に対する
危険性の周知

　ｃ　高潮の危険性や避難方法を明らかにしたハザ
ードマップ等の作成と住民への周知

　ｄ　風水害に対応した防災訓練の実施
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　ｅ　河川等の水辺利用者に対する情報提供及び自
助意識の啓発

　ｆ　竜巻等突風対策の啓発及び竜巻注意情報など
の激しい突風に関する情報への理解促進

4　火山災害対策
　ａ　火山噴火の危険地域を明らかにしたハザード

マップ等の作成と住民及び観光客への周知
　ｂ　火山災害に対応した防災訓練の実施
5　事故災害対策
　ａ　原子力災害、危険物等災害、鉄道災害等の事

故災害に対応した防災訓練の実施
　ｂ　地域の特性を踏まえた災害想定の周知と住民

の支援体制の確立

⑵　実施する行事等
　「防災週間」を中心とする期間内に実施する行事
等は次のものとする。
①　実施主体は連携を強化し、より実践的な防災訓

練等を行うものとする。特に東海地震、東南海・
南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震、
首都直下地震等の大規模地震を想定した地域にお
いては、広域的ネットワークを活用した訓練や地
方公共団体間の緊密な連携の下に地方公共団体相
互で締結されている協定等に基づく広域応援訓練
の実施に努めるものとする。

②　防災意識の高揚及び防災知識の普及・啓発のた
め次の行事等を実施する。

　ａ　防災フェア等展示会の開催
　ｂ　講演会、セミナー、研修会の開催
　ｃ　映画・ビデオ上映会、災害の体験談を聞く会、

防災センター等における災害擬似体験、キャン
プ等による避難生活体験、防災体験ツアー、防
災マップづくり体験、その他の教育啓発活動

　ｄ　テレビ、ラジオ、新聞、雑誌、広報誌、イン
ターネット、携帯電話、コミュニティ放送等多
様な手段の活用による広報活動

　ｅ　ポスター、立看板、懸垂幕の掲示
　ｆ　パンフレット、リーフレット、災害の危険箇

所や避難場所等について明らかにした防災マッ
プ等の配布

　ｇ　標語、図画等の募集
③　災害への備えに関する次の事項について家庭、

事業所等への普及・奨励等を行う。
　ａ　災害発生時における、様々な状況下（家屋内、

路上歩行時、自動車運転中等）においてとるべ

き行動の学習
　ｂ　家具・家電製品等の転倒・収納物の落下に対

する防止対策の重要性の周知
　ｃ　建物の耐震診断及び補強の実施並びに耐震診

断に対する地方公共団体等の助成制度、耐震化
された公共建築物のリストの公表等公共建築物
の耐震性に関する情報、被災建築物応急危険度
判定活動等の周知

　ｄ　警報・注意報、東海地震に関連する情報等の
発表時にとるべき行動の確認及び防災マップ等
による避難所の位置や経路の把握

　ｅ　非常用持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、
乾電池等）の準備

　ｆ　 ２ ～ ３ 日分の食料、飲料水等の備蓄
　ｇ　家族内及び事業所内における安否確認の連絡

方法の確認及び避難場所等でとるべき行動の学
習

　ｈ　初期消火、顧客の避難誘導、負傷者・災害時
要援護者救助の心構えと準備

　ｉ　ライフラインの途絶に備えた対応の確認（電
気、ガス、上下水道、通信等）

　ｊ　コンピュータ、情報通信ネットワークシステ
ム等の保守点検及び機能停止に備えた代替手段
の確認

　ｋ　自主防災活動の実施・参加及び消防団活動へ
の参加・協力並びに地域住民と事業所従業員等
と連携した防災訓練の実施

　ｌ　自主防災組織や次の事業所等における防災の
ための施設、設備及び資機材の点検

　　- 危険物を有する石油コンビナート等の事業所
　　- 電気、ガス、上下水道、通信等のライフライ

ン関係及び廃棄物処理関係事業所
　　- ターミナル駅、高層ビル、地下街、ホテル、

百貨店、劇場、遊園地等不特定多数の者が出
入りする施設や事業所

　　- 病院、社会福祉施設等の施設
　ｍ　地震保険加入の促進活動
　ｎ　企業における、災害時に備えた中枢機能・情

報システムのバックアップ、ライフライン系統
の多重化、要員の確保等、事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）の策定

　ｏ　緊急地震速報を広く一般の利用に供するた
め、緊急地震速報の特性と限界の周知、及び受
信時に利用者がとるべき行動等についての学習

④　防災に関し、災害時の防災活動の実施、防災思
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想の普及又は防災体制の整備の面で貢献した団体
や個人（ボランティアや企業等も含む。）への表
彰を行う。

⑶　行事等実施に当たっての留意事項
①　地域における災害事例、防災体制、防災意識及

び防災活動等の実情を踏まえ、かつ、東日本大震
災を始めとする大規模地震災害や近年の雪害・水
害・土砂災害等の経験と教訓を活かした効果的な
行事となるよう努めること。

②　若年層や災害時要援護者を含めた幅広い層の住
民の防災意識や災害時の行動力の向上に資するた
め、新技術の積極的な活用や体験性・ゲーム性を
加味した種々の行事を組み合わせ、多くの住民が
興味や関心をもって参加・体験でき、身近な防災
活動に活かせることができるような実践的な内容
となるよう努めること。

③　防災に係る既存の各種訓練や運動等の関係行事
と有機的関連を保持しつつ、相互の効率を上げる
よう努めること。その一環として、自衛隊、海上
保安庁等国の機関と地方公共団体及びその他関係
団体等との連携や情報連絡の緊密化等が、地域の
実情に応じて更に円滑に行われるよう配慮するこ
と。

④　高齢者、障害者、外国人、乳幼児等、災害時要
援護者に十分配慮し、地域において災害時要援護
者を支援する体制が整備されるよう努めること。
また、災害時要援護者関連施設に対する的確な情
報提供や地域と一体となった警戒避難体制の確立
等への取組が更に推進されるよう努めること。

⑤　自主防災組織やボランティア等の活動との協調
に配慮すること。

　・地域の危険箇所等の情報を住民に分かりやすく
周知するとともに、研修や訓練の実施等を通じ
て住民の防災活動の活性化を図ること。

　・災害時における企業の果たす役割（顧客・従業
員の安全、二次災害の防止、経済活動の維持、
地域社会への貢献）の大きさにかんがみ、各企
業がその役割を十分に認識して更に防災活動を
推進するよう、企業の防災意識の高揚等に努め
るとともに、行事の実施に当たっては、積極的
な企業の参加を得るようにすること。

　・建築、法律、救助、労働安全衛生等の専門分野
についての深い知識や技能を持ったＮＰＯ、ボ
ランティア等と連携を図るようにすること。

　・一般の国民が、復旧・復興や災害予防等の幅広
い局面において、ボランティア活動に参加する
際の情報提供等の環境整備を行うこと。

「防災フェア2012 in 横浜」事業概要（案）
1 　目　　的
　内閣府、防災推進協議会は、防災週間（ ８ 月30日（木）
から ９ 月 ５ 日（水）まで）の主要行事として、横浜市にお
いて、「防災フェア2012 in 横浜」を開催する。
　本年は、防災に関する各種展示、体験、映像及び実演
等を通じて、災害についての認識を深めるとともに、国
民一人ひとりが自ら考え行動するよう、その防災意識を
高め、さらに、地域コミュニティの共助の取組を強化す
ることを目的として実施する。

２ 　事業名称
　「防災フェア2012 in 横浜」
　テーマ：「Take out 防災」（予定）

3 　開催日程
　平成24年 ９ 月 １ 日（金）〜平成24年 ９ 月 ３ 日（月）までの
　 ３ 日間

4 　開催場所
ランドマークタワー
　ガーデンスクエア　　　　　 ９ 月 １ 日（金）〜 2 日（日）
　フェスティバルスクエア　　 ９ 月 １ 日（金）〜 3 日（月）
クィーンズスクエア横浜
　クィーンズサークル　　　　 ９ 月 １ 日（金）〜 3 日（月）

5 　事業構成
　防災に関する展示、実演、体験、講演等で構成し、下
記のテーマに関して重点的に展開を図る。
⑴　発生が懸念される首都圏直下型地震、大規模水害に

備え、防災関係機関等の防災への取り組みを紹介する。
⑵　地震災害、風水害等の主な災害の歴史、被害、教訓

を総合的に紹介する。
⑶　安心・安全なまちづくりのための、地域における自

主防災組織、ボランティア団体等の取り組みを紹介す
る。

※詳細については内閣府防災情報のホームページをご参
照ください。
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公共土木施設における平成23年発生災害
第22次災害査定について

福島県土木部河川整備課記者発表資料　

　東北地方太平洋沖地震により被災し、警戒区域及
び計画的避難区域のうち、放射線の年間積算線量が
20ミリシーベルト以下（ １ 時間あたり3.8マイクロ
シーベルト以下）である区域や、 ４月に警戒区域か
ら避難指示解除準備区域に再編された区域において
災害調査を進めた公共土木施設（道路・河川・砂防・
下水道）における被災箇所の第22次災害査定が終了
しましたので、その結果をお知らせします。

第22次災害査定の結果概要
・第22次災害査定は、７月23日（月）から ７月27日（金）
までの日程で行いました。
・災害査定は、国土交通省水管理・国土保全局防災課
の高橋総括災害査定官、財務省東北財務局理財部
主計第一課の石山上席調査官ら、総勢 ８名が福島
県入りし、 ４班に分かれて机上査定を実施しまし
た。

・災害査定の結果、災害復旧箇所として国庫負担申
請をした90件で約22億円を決定していただきまし
た。（内訳は別紙 １のとおり）
・東北地方太平洋沖地震における第 １次査定から第
22次査定までの累計については件数で2,784件、
復旧額で約1,156億 ３ 千万円余となりました。（内
訳は別紙 1のとおり）

今後の予定
・平成23年発生災害第22次査定で復旧額が確定した
箇所の工事発注に向けた準備を進めてまいります。
・平成24年発生災害第 1次査定（凍上災分）を 7月
30日（月）から 8月 3日（金）に実施し、また、東北
地方太平洋沖地震については、被災箇所の災害調
査を継続し、引き続き 9月 3日（月）から査定を実
施してまいります。

机上査定状況

【平成24年 7 月27日】
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《各県コーナー》

１．はじめに
　平成23年 3 月11日14時46分に三陸沖を震源とす
るマグニチュード9.0の地震が発生し、宮城県栗
原市で最大震度 7、岩手県内でも県南部、沿岸南

部を中心に最大震度 6弱をはじめ、県内各地で強
い揺れを観測しました。
　この地震により、14時49分、岩手県、宮城県、
福島県に対して津波警報が発表され、岩手県内で
は、釜石市で9.3ｍ※1以上、大船渡市で11.8ｍ※2

以上の巨大津波が観測されました。
　この地震及び巨大津波により、岩手県でも人的
被害、公共土木施設等のほか多くの施設に甚大な
被害を受けたところです。
　また、今回の地震では、その後断続的に多くの
余震が観測され、このうち平成23年 4 月 7 日23時

岩手県の東北地方太平洋沖地震の
被災概要について

 	  岩手県県土整備部砂防災害課

図－ ２　震度分布図

3月11日14時46分 気象庁資料

※ 1、※ 2　痕跡等から推定した津波の高さ　　　　
「平成23年 4 月 5 日気象庁報道発表資料」

図－ 1　本震による推計震度分布図
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《各県コーナー》

32分には、県内最大震度 6弱の余震を観測し、更
に深刻な被害が発生しています。

2 ．人的被害・建物被害状況
　地震に係る被害は、死者4,671人、行方不明者
1,211人、家屋の倒壊24,881棟と甚大であり、今
もなお行方不明者の捜索が行われている状況です。

3 ．岩手県における公共土木施設被害の状況
　公共土木施設の被害報告は、平成23年 8 月 1 日
現在で、全体件数2,522件、293,580百万円。
　うち、県1,073件 239,785百万円、市町村1,449
件 53,795百万円となっています。
3-1　内陸部の被災状況
　内陸部の被災は、内陸南部の一関市・奥州市に

おいて、地震動による道路の法面の崩壊、路面の
クラック、橋梁の被災が発生し被災件数が多くな
っています。（図－ ３参照）
3-2　沿岸部の状況
　沿岸部にある市町村では、津波による被災を受
け、道路、河川、橋梁のほか海岸施設、港湾施設、
漁港施設にも深刻な被害を受け、地域によっては
集落や都市機能を喪失するなど、その被害は想像
を絶するもので被害額も甚大なものとなっていま
す。（図－ ４参照）

4 ．災害査定
4-1　査定の簡素化
　災害査定実施に当たり、以下のような査定の簡
素化を認めていただき査定を行いました。

表−１　人的被害・建物被害一覧表（Ｈ24. 7 .11）
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《各県コーナー》

図－３　市町村別被害報告件数

図－ ４　市町村別被害報告額内訳
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《各県コーナー》

　結果、査定設計書の作成等に軽減効果があり早
期の査定実施が図られました。
①　総合単価の引上げ
　・一千万円未満から一億円未満に引上げ

②　机上査定対象とする申請額の引上げ
　・三百万円未満から五千万円未満に引上げ
③　設計図書の大幅な拡大
　・設計書添付図面（平面図及び標準断面図）を

写真−1 　国道342号 一関市下真坂

写真−３ 　国道343号 藤橋 奥州市水沢区

写真−４ 　一級河川 岩堰川

写真−2 　国道107号 北上市立花 写真−５ 　宮古市 金浜海岸

写真−６ 　宮古市 田老地区
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《各県コーナー》

簡素化し、標準断面図による積上げを認めら
れた

④　総合単価使用工種の拡大
　・本県では 4種16規格を認められた
⑤　保留金額の拡大
　・一箇所の決定見込み金額を、四億円以上から
三十億円以上に引上げ

⑥　一箇所工事の取り扱い
　・一箇所が長大となる場合、工事の工期や規模
を分割し、分割後の各々の箇所を一箇所とみ
なすことができる

　・工事の工期や規模を勘案した「被災箇所のま
とまり」を一箇所工事とみなすことができる

4-2　災害査定
　地震災の災害査定は、平成23年 5 月30日からの
第 2次査定をはじめ、平成23年12月23日までの第
25次査定まで計24回行われました。
　その間、第11・16次査定では、平成23年 6 月23
日から27日の「梅雨前線豪雨」及び 8月に発生し
た 2つの「豪雨」の災害査定、第21次査定では、
平成23年 9 月15日から23日にかけての「台風15号
及び豪雨」の災害査定、更に第22次査定では、「地
震災・台風災」の査定と本県の広大な県土を内陸
から沿岸まで、移動距離も長く、相当の時間を要
したこと。特に沿岸部の査定では、被災地に宿泊

表－ ２　査定決定額（総額）

写真−７ 　大槌町内

写真− 8　陸前高田市 市街地

◇公共土木施設の決定額 単位：千円

異　常　気　象

県＋市町村工事

県 市町村 合　計

件数 決定 件数 決定 件数 決定

12/31～ 1 / 1  豪雨 1 1,697 　 　 1 1,697

12/30～ 1 / 2  冬季風浪 1 4,488 2 16,648 3 21,136

平成23年東北地方太平洋沖地震 635 175,629,393 1,221 27,452,294 1,856 203,081,687

6 /22～27 梅雨前線豪雨 37 606,042 40 242,620 77 848,662

8 /14～19 豪雨 　 　 5 23,587 5 23,587

8 /20～28 豪雨 　 　 8 19,941 8 19,941

9 /15～23 台風15号及び豪雨 166 2,082,969 358 2,003,412 524 4,086,381

計 840 178,324,589 1,634 29,758,502 2,474 208,083,091

※水管理・国土保全局所管分のみ



平 成 24 年  8  月  1  日 防 災 （33）第 758 号

《各県コーナー》

場所の確保が困難であったことから、内陸部から
早朝の出発～日暮れまでの実査～朱入れ作業、そ
の後また宿泊場所への移動と、査定官及び立会官
の方々には、大変なご不便、ご苦労をおかけした
ことをお詫び申しあげます。
　平成23年の災害は、表－ 2に示すとおり決定を
受けておりますが、改めて東北地方太平洋沖地震
津波の被災の大きさが分かります。

5 ．これまでの復旧状況
　第 2次査定から第 7次査定（平成23年 5 月末か
ら 7月末）において、県内陸部の査定を完了した
ことから、内陸部の復旧工事は、概ね平成23年度
内に完了しています。
　沿岸部においては、河川、海岸等の出水や波浪、
高潮対策に必要な応急工事の実施のほか、津波浸
水区域外の道路、橋梁等の復旧を順次進めていま
す。波浪浸水区域内や海岸防潮堤については、市
町村の復興計画等との調整や地域の合意形成を図
りながら、設計計画の取りまとめを進めていると
ころであり、今後、早期の工事着手に向け取り組
んでいくこととしています。
　海岸施設や、河川水門等大規模な施設について
は、概ね 5カ年、その他の被災施設については、
概ね 3カ年での復旧を目指し計画的に進めること
としています。

6 ．おわりに
　発災から 1年 ４カ月が過ぎましたが、被災地は

今も、がれき処理や復興計画、被災者の生活再建
等様々な課題がありますが、平成24年度は、復興
元年の年であり「復興」そして「ふるさと岩手・
三陸の再建、再生」に向け一歩一歩進めて行きた
いと思います。公共土木施設についても、発災直
後から全国各都府県の支援（ 8都府県、延べ約
380人余）により、査定、復旧と取り組んでまい
りましたが、沿岸地域の復旧はこれからが本格的
となりますので、引き続きご支援をお願いします。
　最後になりますが、査定申請から応援を頂いた
各都府県の皆様方、査定を実施していただいた国
土交通省及び各整備局等の査定官の皆様並びに各
財務局の立会官の皆様には、長期間にわたり大変
ありがとうございました。平成23年内に無事終了
できましたことに、この場をお借りして御礼申し
上げます。

写真－10　大船渡市内県道の地盤沈下に伴う冠水状況

写真－ 9　宮古市金浜海岸応急工事後の状況

嵩上げ実施後の状況
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査定官メッセージ

工夫により査定の効率が上がった
事例

… 時間短縮と安全性の向上 … 国土交通省水管理国土保全局防災課
災害査定官

川端　道雄

はじめに
　災害査定官となって １年 ４カ月が過ぎました。
各県、市町村の担当、関係する皆様のご協力をい
ただきまして、おかげさまで何とか過ごしてくる
ことが出来ました。この紙面をお借りしまして、
お世話になりました皆様にあらためてお礼申し上
げます。
　今回は、これまで行かせていただいた災害査定
を振り返って、工夫によって査定の効率が上がっ
たと印象に残っている事例を書かせていただきま
す。

１ ．１ ：１．５の定規
　道路の実地査定で、路肩と谷側法面が被災し、
現況が土羽の法面を擁壁で復旧するという申請で
した。現地では、盛土法面勾配 １：１．５（盛土高
さ ５ｍ以下）が確保できるかを確認しました。
　路面高さに置いたポールの法肩位置から谷側に
向かって、 １：１．５の法面を示すようにポールを
組合せ、ポールもしくはポールの延長線が地山に
接するかを確認しました。接する区間は土羽で復
旧可能、接しない区間は擁壁で復旧することが合
理的と判断する目安としました。
　 １日目は、各箇所でその都度ポールを組合せて、
ポールが １：１．５になっていることの確認と、ポ
ールもしくはポールの延長線が地山に接するかを
確認することを繰り返し行いました。
　 ２ 日目になると、角材をくの字に組み合わせ
たものを持った方が現地にいました。角材は １：
1.5になる角度で組合せて固定してあり、 １：1.5
を確認する箇所に行くと、その角材の交点を路肩
の計画位置にセットするだけで、 １：1.5で盛土

可能か、不可能か判断できました。
　 ２日目、 ３日目と角材を組合せた定規を使うこ
とで、ポールを路面において、１：1.5になるよ
うに組み合わせ、その角度を確認する時間を省略
でき、査定時間を大幅に短縮することができまし
た。

２ ．ボーリングコアの全数提示
　道路の実地査定で、道路の山側法面で地すべり
が起き、集水ボーリング工、排水工、法面工、抑
止杭工、アンカー工、擁壁で復旧という申請でした。
　駐車した場所で申請・説明を受けた後、現地の
崩落土塊の側部、上部を確認して、駐車した場所
に戻りました。その場所にボーリングで採取した
コアが全数並べてあり、コアの状況を見ながらす
べり面の説明を受けました。柱状図を見ているよ
りも地山の状況やすべり面とした箇所がよく分か
り、重いコアを運搬して、全数並べていただいた
ことに恐縮しながら、視覚で確認できたことで、
３者合意に至る時間を大幅に短縮できました。

３ ．凍上災の実査は縦断勾配の高い方から
　Ｈ２３凍上災の実地査定の時にＨ１８凍上災を経験
された立会官から、終点から起点に向かう場合が
あるが標高が高い方から低い方へ実地査定するこ
とでどうかと相談を受け、そのように実施しまし
た。
　終点から起点に向かうと現地と図面の測点との
照合は、多少やりにくくなりましたが、長い距離
をスムーズに歩くことが出来ました。
　実地査定する距離が長い凍上災においては、坂
道を下る方向に歩くことが査定時間を短くする有
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効な方法であると思います。Ｈ２４凍上災でも、査
定行程上不都合が生じない範囲で、標高が高い方
から低い方へ実地査定する行程をお願いしている
状況です。

４ ．暗くなった現場の照明 その １
　河川災の実地査定で、土羽護岸が被災し、ブロ
ック張で復旧という申請と、道路災で兼用護岸が
被災し、籠マットで復旧という申請でした。
　日が暮れて現地が見えなくなった時のこと、
発々付バルーンライトが２台準備されており、エ
ンジン音と共に辺りが明るくなりました。ハンド
ライトを持って被災箇所の至近距離まで行かなく
ても、被災状況を確認することが出来、査定に要
する時間を昼間に近付けることが出来ました。影
になる箇所の被災状況は、ポールやテープを持っ
ている方のヘッドライトやハンドライトの明かり
で確認しました。十分な明るさの照明があること
で査定時間を短縮することが出来ました。
　しかし、そのために多くの労力が必要になって
いました。隣接被災箇所へバルーンライトを移動
する際、舗装道路ではないためスムーズに移動で
きず、何人もの方が押して、引いていたことを覚
えています。現地状況確認よりも照明の移動にご
苦労なさっているようにお見受けしました。
　日が暮れてからの対応を考慮して、照明を準備
して、明かりを確保していただきまして、ありが
とうございました。出来うることであれば、照明
の準備をして、使用することがないように日が暮
れる前に収まる行程調整をお願いしたいと思いま
す。

５ ．暗くなった現場の照明 その ２
　河川災の実地査定で、練り石積み護岸が被災し、

練り石積みで復旧という申請でした。
　予定より行程が遅れて、その日の最後の現場に
到着した時は、日が暮れていました。ハンドライ
トで被災状況を確認していましたが、練り石積み
の亀裂が確認出来ず査定がはかどりませんでし
た。しばらくして、現場が明るい照明で照らされ
ました。車両の屋根に着いているパトライト型の
リモートコントロールサーチライトの明かりでし
た。この明かりとハンドライトの明かりを使って、
亀裂がある区間と無い区間を判別して、短時間で
実地査定を終えることが出来ました。
　実地査定の行程途中、土木事務所と近い場所の
現場で、随行車両の１台を通常の車両からサーチ
ライトを装備している車両に入れ替えたとのこと
でした。行程の遅れを見越して、手持ちの資機材
（今回はサーチライトを装備している車両）を有
効に活用したことが、実地査定時間を短縮するこ
とに繋がった事例と思います。
　新たに資機材を購入やリースすることなく、手
持ち資機材を有効活用することで、実地査定時間
を短くした事例でした。

おわりに
　様々な工夫によって査定の効率が上がり、実地
査定時間が短縮できたと印象に残っている事例を
５例書かせていただきました。
　事例のようなことをしなければ、査定が出来な
いということではありません。現場にいる時間が
短くなれば、事故が発生あるいは事故に遭う可能
性もその分低くなります。工夫することで、実地
査定で現地にいる時間が短くなり、実地査定時の
安全性が向上する事例が多くなって欲しいと思い
ます。
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防災課だより 人 事 異 動
〔水管理・国土保全局関係人事発令〕
△平成２4年 7 月 1 日

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

五十嵐崇博 中部地方整備局河川部長 砂防部保全課海岸室長

五道　仁実 砂防部保全課海岸室長 河川計画課河川情報企画室長

内藤　正彦 河川計画課河川情報企画室長 治水課技術調整官

中島英一郎 大臣官房付 復帰（インドネシア）

野本　英伸 住宅局総務課民間事業支援調整室課長補佐 総務課長補佐（併）都市局都市再生推進室

中村　圭吾 国土技術政策総合研究所環境研究部河川環境研究室主任研究官
＜併任解除＞

国土技術政策総合研究所環境研究部河川環境研究室主任研究官
（併）河川計画課

園田　敏宏 休職（（財）国土技術研究センター調査第一部次長） 河川計画課付（復帰（フランス））

藤田　士郎 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調査・企画担当）付
参事官補佐（風水害対策担当）

河川環境課長補佐（併）河川計画課

原　　千穂 大臣官房福利厚生課厚生安全係 防災課総務係

小林　和昭 総合政策局情報政策課情報危機管理第二係長（併）総合政策局
情報政策本部

水資源部水資源政策課総務係長

末久　正樹 国土技術政策総合研究所下水道研究部下水道研究室研究官 下水道部流域管理官付調整係長（併）防災課

谷中　謙一 総務課長補佐（併）都市局都市再生推進室 内閣府再就職等監視委員会事務局参事官補佐

本田　早苗 水政課水利調整室水利企画係長 大臣官房広報課報道第三係長

正木　孝治 河川計画課付（併）内閣府公共サービス改革推進室参事官補佐
（併）内閣府行政刷新会議事務局公共サービス改革担当事務局
局員（併）内閣府官民競争入札等監理委員会事務局参事官補佐

北海道局水政課開発専門官

松﨑　香織 河川計画課経済係 内閣府政策統括官（経済社会システム担当）付参事官（市場シ
ステム担当）付

長嶺　行信 土地・建設産業局地籍整備課国土調査企画官（併）水資源部水
資源政策課

土地・建設産業局地籍整備課国土調査企画官

宮本　豊尚 国土技術政策総合研究所企画部研究評価・推進課技術管理係長
（併）下水道部下水道企画課　＜部外併任＞

国土技術政策総合研究所下水道研究部下水道研究室研究官

岩渕　光生 下水道部流域管理官付調整係長 大臣官房技術調査課付（併）内閣官房内閣官房副長官補付内閣
官房行政改革推進室主査（併）内閣官房行政刷新会議事務局

矢崎　剛吉 保全課総合土砂企画官 関東地方整備局甲府河川国道事務所長

佐藤　　寿 総務課専門調査官 総務課予算第一係長

箭内　康治 防災課法規係長 水政課水利調整室水利企画係長

尾松　　智 河川環境課長補佐（併）河川計画課 河川計画課付（併）内閣府公共サービス改革推進室参事官補佐
（併）内閣府行政刷新会議事務局公共サービス改革担当事務局
局員（併）内閣府官民競争入札等監理委員会事務局参事官補佐

中須賀　淳 治水課事業監理室課長補佐（併）河川計画課河川計画調整室 河川計画課付

髙辻　安見 防災課総務係 河川計画課経済係

里村　真吾 河川環境課企画専門官（併）治水課事業監理室　＜併任解除＞ 河川環境課企画専門官（併）河川計画課河川計画調整室（併）
治水課事業監理室

渕上　吾郎 河川環境課流水管理室課長補佐 治水課事業監理室課長補佐

冨田　　力 中部地方整備局河川部河川計画課計画第一係主任（併）治水課 中部地方整備局河川部河川計画課（併）治水課

金子　裕則 水資源部水資源政策課総務係長 防災課法規係長

塚田　政行 水資源部水資源政策課専門調査官（併）水資源部水資源計画課 水資源部水資源政策課専門調査官

筒井　元章 水資源部水資源計画課長補佐（併）水資源部水資源政策課 水資源部水資源計画課長補佐

安達　孝実 治水課技術調整官 保全課総合土砂企画官

一ノ瀬　誠 保全課砂防事業調整係主任 保全課砂防事業調整係
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△平成２4年 7 月11日

△平成２4年 7 月15日

△平成２4年 7 月16日

△平成２4年 7 月20日

△平成２4年 7 月25日

△平成２4年 7 月26日

△平成２4年 7 月31日

吉田　一亮 派遣（フランス共和国） 河川計画課付

日原　洋文 大臣官房建設流通政策審議官（併）国際統括官参与（併）土地・
建設産業局建設業法令遵守推進室長

水管理・国土保全局次長

山崎　篤男 水管理・国土保全局次長 総務課長（併）大臣官房広報戦略室広報戦略官（併）復興庁

山本　博之 総合政策局環境政策課長 下水道部下水道企画課下水道管理指導室長

加藤　久喜 総務課長（併）大臣官房広報戦略室広報戦略官（併）復興庁 関東地方整備局総務部長

赤松　忠幸 下水道部下水道企画課下水道管理指導室長 警察庁生活安全局生活安全企画課都市防犯対策官

日下部隆昭 大臣官房付 北陸地方整備局信濃川下流河川事務所長

大野　佳哉 都市局総務課調整室政策係長（併）都市局まちづくり推進課 水政課付（併）大臣官房総務課

加藤　智博 関東地方整備局河川部広域水管理官 治水課事業監理室課長補佐

西田　将人 砂防部保全課海岸室課長補佐 関東地方整備局江戸川河川事務所計画課長

嶋崎　明寛 治水課事業監理室課長補佐 砂防部保全課海岸室課長補佐

古橋　季良 大臣官房付（併）総務課（併）水政課 総務課企画官（併）大臣官房社会資本整備総合交付金等総合調
整室

松原　英憲 総務課企画官（併）大臣官房社会資本整備総合交付金等総合調
整室

水政課水政企画官

田中　和氏 総合政策局政策課長補佐（併）総合政策局参事官付 水政課長補佐

山川　剛志 総合政策局環境政策課交通環境第一係（併）総合政策局総務課 下水道部下水道企画課法規係

酒井　達彦 水政課長補佐 国土交通政策研究所主任研究官

鈴置　真央 河川計画課付 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調査・企画担当）付
海溝型地震対策担当主査

藤井　嘉憲 内閣府賞勲局総務課総務係長（併）賞勲局総務課文書係長 水資源部水資源政策課主査

遠藤　眞一 東北地方整備局企画部付 河川計画課付（復帰（イラン・イスラム共和国））

富岡　誠司 辞職（兵庫県理事） 大臣官房付
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「災害現場に携わって。
福井県職員への感謝」

奈良県土木部吉野土木事務所
天川 ･ 黒滝復旧復興チーム 主査

近藤　兼史

　平成２３年１０月２１日辞令交付式。
　台風１２号、１５号による紀伊半島大水害に対応す
べく、奈良県県南部の土木事務所の職員増強のた
め人事異動が行われた。
　私の赴任先は、天川村内に在る土木事務所の出
張所。所管は天川村・黒滝村。
　台風１２号による降雨は、 ８ 月３１日から ９ 月 ４ 日
までの連続雨量で１,0００㎜を超えた。天川村では
坪内・南日裏地内の ３ カ所で大規模な土砂崩れが
発生し、崩土によって熊野川の流水方向が変わり
村営住宅が流出、 １ 名の方が亡くなった。また崩
土が熊野川を堰き止めたことで流水にバックがか
かり、坪内・南日裏集落が湛水する被害が生じた。
一方、黒滝村では上流で発生した土砂崩れにより
黒滝川で土石流が発生、下流集落の住宅を破壊す
るなどの被害が生じた。
　私が赴任する前の出張所では、係長級職員 １ 名
と職員 ３ 名で実務を行っていた。台風発生後の約
２ カ月間、ほとんど休みなく泊まり込みで応急復
旧対応を行ってきた同僚の顔は憔悴しきってい
た。彼らが倒れず踏ん張ってきたことに敬意の思
いを抱くと共に、これからはじまる業務に身震い
した。異動した際、地元役場職員と決議式を行っ
た。その時の土木事務所長の言葉が忘れられない。
「１００年に １ 度の災害であるが、君たち職員が頑
張ることで、 １ 日でも １ 時間でも １ 分でも地元
の復興が早まることを肝に銘じるように」

　地獄の日々がはじまった。
　赴任してすぐ求められたのは、 ３ 週間後に
１５０万㎥の土砂で埋まった主要地方道高野天川線
の交通機能を回復させること。幾度となく行われ
る関係機関との調整、現場調整、未曾有の災害を

前にし、無理も生じ、当然、お互いの話し合いの
口調も強くなる。なんとか、応急復旧工事を請け
負った受注業者の努力により、時間制限による交
通開放にこぎ着けたが、当然これで終わったわけ
では無いので安堵の気持ちなどなど一切なかった。
　応急工事の発注や現場調整作業と並行して、災
害査定の本格的な準備が始まる。大規模な災害現
場の他にも災害箇所があり、測量・調査受注者、
設計受注者との打ち合わせ、地元交渉、関係機関
との調整、国への事前協議調整などに忙殺される。
査定設計書の提出は期限ぎりぎりとなる。台風１２
号による災害査定は、Ｈ２３年度だけで ４ 次査定か
ら ８ 次査定まで、都合 ４ 度実施された。
　単身赴任による住込みの職務、休日の宿直、雨
が降れば即注意報・警報が発令され水防活動を行
い、規制降雨に達した場合は、災害現場内の道路
の通行止めを実施する。幾度となく発生する現地
伸縮計の警報器の鳴動により、災害現場内の応急
工事作業の停止、県道の緊急通行止めを行い、原
因を調査し交通開放が可能か確認する。倒木と崩
土が絡み合った土砂ダムや閉塞した河川断面の対
策工法の検討、時期出水期までの熊野川河川内に
堆積する土砂撤去の関係機関での役割分担調整、
日々進んでいく応急工事現場での工法検討。
　Ｈ２３年度の災害査定が終われば、次は、実施設
計書の作成、膨大な数の委託業務や応急工事の精
算、通常業務の整理、次年度発注計画、度重なる
調査・要望の整理。幾度となく訪れる期限との戦い。
　復旧後の姿さえ想像できない災害現場を前にひ
たすら前に進むだけの日々。
　時間外勤務は平成２４年 ６ 月末現在に至るまで平
均で１５０時間、最大で２００時間超、就寝時間は毎日
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深夜 １ ～ ３ 時、災害査定前は徹夜、食事は ５ ～１０
分で食べ即業務につく。関係機関との調整、業務
の受注者、現場調整、気づいたら、いつも机の上
には電話の子機が ３ つあった。睡眠不足、いらつ
き、冷や汗、後頭部の鈍痛、吐き気。何度となく
産業医からのヒアリングの打診があるも、日々の
業務をこなすのが精一杯でヒアリングに赴くこと
もできず、結局産業医が出張所まで赴いた次第。

　このような未曾有の大災害に立ち向かう日々の
中で、本当にありがたかったのは福井県の職員の
方の存在だった。
　福井県からの応援で、平成２３年１０月 １ 日から当
出張所に ２ 名の職員を派遣頂いており、現在に至
っている。
　福井県職員は３０～４０代の現役バリバリの方々ば
かりで、即戦力となって頂いた。

　最初は、日々、自分の業務をこなすことが精一
杯であり、福井県の方にやって頂きたい業務があ
っても、説明する時間が惜しかったことや、雑用
などをお願いするのは気が引ける思いもあったこ
とから、個人的には福井県の方に業務を手伝って
頂くことが少なかった。
　そんな中で、福井県職員の方が発してくれた言
葉がある。
「私たちは、奈良県職員を助けるために派遣さ
れている。私たちが手伝うことで奈良県職員の
仕事を終える時間が １ 時間でも早くなればうれ
しい。雑用でも何でもかまわない。自分たちに
業務を振ってくれ。」

　目から鱗が落ちた。その一言がとてもうれしか
った。

　 竹村さん、平井さん（平成２３年１０月～１１月）
　災害査定設計書の迅速な作成、査定後、次の日
には実施設計書を作成して頂きました。災害現場
の生々しさが残るまっただ中、助けて頂きました。
　ありがとうございました。

　佐々木さん、中村さん（平成２３年１２月～平成２４
年 １ 月）
　災害復旧の工法やノウハウ・知識の深さや、ひ

たむきな業務への取り組みに幾度となく助けられ
ました。
　ありがとうございました。
　くやまれるのは、奈良県の調査不足による災害
の取り下げをせざるを得なかったこと。お二人が
携わり作り上げて頂いた査定設計を取り下げせざ
るを得なかったことは本当に残念で申し訳ありま
せんでした。

　杉本さん、出村さん（平成２４年 ２ 月～ ３ 月）
　業務の遂行の早さに目を見張りました。毎日「何
か手伝えることありませんか」と声をかけていた
だきました。
　お二人の上記の発言、ほんとうにうれしかった。
　ありがとうございました。

　嶋崎さん、土田さん（平成２４年 ４ 月～ ６ 月）
　 ３ カ月間の長きに渡り業務に携わって頂きまし
た。お二人の手際の良さ、いつも先々のことまで
考えて業務を進めてくれました。昨年度、取り下
げとなった災害現場の査定再チャレンジに一心に
なって取り組んでくれたおかげで、仮朱を頂くこ
とができました。歴代の福井県の方が携わってく
れた案件なだけに涙が出てしまいました。
　ありがとうございました。

　漆崎さん、島田さん（平成２４年 ７ 月～ ９ 月予定）
　現在、来て頂いているお二人、いろいろご迷惑
おかけします。でもお二人の力が必要です。よろ
しくお願いいたします。

　福井県の職員の方々、自らの業務もある中で職
場から戦力の中枢となる職員の方を幾度となく派
遣頂き、感謝の念に耐えません。
　ありがとうございます。

　いつか、福井県のみなさまと、つるつる一杯で
じゃみじゃみになるまでお酒を飲める日が来るこ
とを楽しみにしています。
　ほんとうにありがとうございます！
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協会だより

国土交通大臣から感謝状

　昨年の東日本大震災関係功労者として、当協会は
7月27日国土交通大臣感謝状を授与されました。
　本省での感謝状授与式は、同日11時から10階共用
大会議室で行われました。
　震災の犠牲者への黙祷に始まり、当日出席の142

団体（個人）に授与されました。
　当協会の功績の内容としては、災害復旧技術専門
家派遣制度に沿って、専門家を現地に派遣する等、
被災地域の早期復旧活動における功績が認められた
もので、感謝状授与式には陣内会長が出席しました。



平 成 24 年  8  月  1  日 防 災 （41）第 758 号

平成24年　発生主要異常気象別被害報告 平成24年 7 月13日現在（単位：千円）



（42） 第 758 号 防 災 平 成 24 年  8  月  1  日


	目　次
	平成24年7月11日からの大雨による被害状況等について……内閣府
	緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE 高度技術指導班）の派遣状況……国土交通省報道発表資料
	迅速な災害復旧の実施について……国土交通省水管理・国土保全局防災課
	「平成24年７月九州北部豪雨」の発生要因について……気象研究所 報道発表資料
	平成24年における総合単価について……国土交通省水管理・国土保全局防災課基準係
	「防災の日」及び「防災週間」について……内閣府
	公共土木施設における平成23年発生災害第22次災害査定について……福島県土木部河川整備課記者発表資料
	各県コーナー
	「岩手県」……県土整備部砂防災害課

	査定官メッセージ
	「工夫により査定の効率が上がった事例」……災害査定官　川端　道雄

	防災課だより
	人事異動

	会員だより
	「災害現場に携わって。福井県職員への感謝」……奈良県吉野土木事務所　近藤　兼史

	協会だより
	国土交通大臣から感謝状

	被害報告
	水管理・国土保全局　防災課　−配置図−

